
 

＜概要＞
  中国の原子力開発は1955年に中ソ原子力協力協定の締結で始まったが、1960年の中ソ対立を契

機に中国は独力で原爆開発を進め、1960年代にはウランの採鉱、製錬、濃縮から原爆実験、水爆
実験まで行い、原子力の軍事利用技術を確立した。文化大革命の混乱期が沈静化する頃、1982年
には第5回全国人民代表大会が開催され、中国のエネルギー長期戦略として原子力発電計画が公
表、2000年までに1，000万kWの原子力発電所を建設することが提示された。これに伴い、1988
年の政府機構改革で、電力部門を管轄する能源部、軍事利用を扱う国防科学技術工業委員会、原
子力平和利用現業部門として中国核工業総公司が設置された。

  現在の中国における原子力開発は、国防重視からエネルギー供給安全保障重視へ転換し、脱化
石燃料、環境保護、輸出強化への道筋として、国務院を頂点としたエネルギー政策を策定し、中
国核工業集団公司、中国広各集団有限公司、国家電力投資集団公司が原子力開発を促進、環境保
護部傘下の国家核安全局が原子力と放射線利用分野の安全規制・監督を行っている。
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＜本文＞
 1． 中国原子力開発の歴史的変遷

  中国の原子力開発・利用の歴史は（1）軍事利用を目的とした黎明期（1949年〜）、（2）民生
利用を目的とした原子力発電の導入・確立期（1972年〜）及び（3）原子力利用の拡張期（1998
年〜）に分けられる。表１にその概略の歴史を示す。

 1．1 原子力利用の黎明期（1949年〜）
  1949年、新中国が成立すると、政府は中国科学院を設立し、下部組織として現在の中国原子能

科学研究院の前身である近代物理研究所を設置した。1955年4月には中ソ原子力協力協定が締結
され、1958年にソ連の援助で熱出力7MWtの重水型研究炉が設置された。しかし、中ソの政治路
線の食い違いから、1959年にソ連は協定を一方的に破棄、中国はその後軍事利用を中心に原子力
の自主開発を進めることになった。

  1962年に湖南省衡陽でウランの生産を開始、1963年に甘肅省蘭州でガス拡散法により濃縮ウラ
ンを製造。1964年10月16日には中国初の核実験が行われ、1968年12月27日には3メガトン級の水
爆実験が行われた。1965年には文化大革命が始まったが、原子力は基礎研究と軍事利用の範囲に
とどまったままであった。

 1．2 原子力発電開発の導入・確立期（1972年〜）
  1972年当時、周恩来首相は原子力発電の開発を行うため、上海核工程研究設計院の設立を指

示。1973年には中国初の発電用原子炉として秦山原子力発電所の設計を開始した。1980年には第
1回中国核学会が開催され、原子力発電推進方策が発表された。1982年の第5回全国人民代表大会
において、中国のエネルギー長期戦略として原子力発電計画が公表され、2000年までに1，000万
kWを建設することが提示された。

  また、1988年の政府機構改革で電力部門を管轄する能源部、軍事利用を扱う国防科学技術工業
委員会と、原子力平和利用部門として中国核工業総公司（CNNC：China National Nuclear
Corporation）が設置された。CNNCの守備範囲は原子力関連の科学、技術、工業生産から製品の
輸出まで含み、技術分野では、ウラン探査、採鉱、製錬、濃縮、燃料加工、原子炉設計、発電所
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の建設、運転までをカバーし、200以上の研究機関、事業体を傘下に擁した。また、1994年1月に
は原子力の対外政府機関として中国国家原子能機構（CAEA）が設置された。
1．3 原子力発電開発の拡張期（1998年〜）
 1998年3月の政府機構改革方針に基づき、公平な市場メカニズムの育成、市場経済業務システ
ムの構築、企業効率改善による赤字脱却と企業の近代化などを目指して中国核工業総公司
（CNNC）の民営化と企業化が検討された。1999年7月には、中国核工業集団公司（新CNNC）と
中国核工業建設集団公司（CNEC）に分割・改組。新CNNCは「発電部門」、「燃料部門」、
「貿易部門」、「ウラン採鉱部門」などを引き継ぎ、CNECは「建設部門」と「原子力以外の部
門」を引き継いだ。新CNNCは「発電炉」、「熱供給炉」、「研究炉」、「放射線発生装置」等
を引き継ぎ、原子力の研究開発も推進することになった。なお、新CNNCは子会社の国有資産持
ち株会社となって、強力な集団原子力企業体を保持した。
 また、旧CNNCの管理機能は、国防科学技術工業委員会（COSTIND）に移管された。下部組織
である中国国家原子能機構（CAEA）は、国際協力など、対外的に国を代表する組織となったほ
か、科学技術委員会にあった核安全局を環境保護総局（NEPA）傘下の国家核安全局（NNSA）に
組織を変更し、原子力の規制と推進を完全分離・独立した。2010年1月には電力需要の急伸に対
応して、国家エネルギー戦略を策定する国家エネルギー委員会を設立。
 また、2014年5月には、福島第一原発事故を踏まえ、国防科学技術工業局と（軍）総参謀作戦
部の共同指揮下に緊急時対応組織を設置することが発表されている。
2． 中国の原子力開発体制
 中国では日本の内閣に相当する国務院が最高国家権力の執行機関であり、行政機関である。国
務院は全国人民代表大会（全人代。閉会中は全人代常務委員会）に対して責任を負う。国務院を
構成する部・委員会は日本の省にあたる。部の中の司は行政権限をもち、日本の官庁の局に相当
し、総公司（事業団）や公司（会社。ただし、国家核電技術公司というように中国全土での運営
に責任をもつ大企業もある）を監督・指導する立場にある。図１に中国の原子力発電開発体制
を、また、以下に各組織の概略を示す。
2．1 行政組織体制
（1）中国国家原子能機構（CAEA：China Atomic Energy Authority）
 原子力エネルギーの平和利用分野を管轄し、原子力事業の行政、原子力発電開発及び国際エネ
ルギー分野での協力などの総合調整機関で、その主な業務は（a）原子力平和利用の政策立案と法
規の研究制定、（b）平和利用のための開発企画、実施計画及び工業規格（基準）の策定、（c）
主な研究・開発計画の審査評価、監督、実施調整、（d）核物質の管理監督、原子力輸出審査と管
理、（e）各国原子力機関との提携、国際機関との連携、IAEA活動など国際協力活動への参加交
流、（f）国家原子力事故協調委員会の筆頭組織として国家原子力事故時応急処置計画の研究制定
などの原子力事故への対応などである。図２に組織体制を示す。
（2）環境保護部 核安全管理司（輻射安全管理司）：国家核安全局（NNSA：National Nuclear
Safety Administration）
 原子力安全規制・監督機関として1984年に設立。1998年に国務院の行政改革で国家科学技術委
員会から環境保護総局に移管し、核安全管理司となった。現在は環境保護部に昇格し、放射線及
び原子力安全の担当組織として、原子力施設、核燃料施設、放射線源使用施設、放射性廃棄物管
理施設、電離放射線施設、ウラン鉱山開発利用の許認可や安全規制、放射線安全、環境放射線の
管理、原子力事故時の応急措置、国際機関との安全関連協定の実行を担当する。表２に国家核安
全局の業務概略を、図３に組織体制を示す。
 なお、環境保護部には国家核安全局のほかに環境放射線を監視している環境影響評価課や公害
の監視などを行っている環境監視課等があるほか、旧体制時に設置された「原子力・放射線安全
センター（NSC：Nuclear Safety Center）」や中国全土の環境放射線観測ネットワークを整備す
る「放射線環境観測技術センター（RMTC：Radiation Monitoring Technical Center）」もそのま
ま引継いで運営している。ただし、原子力事故あるいは放射線事故等の緊急時においては国家核
安全局の「放射線観測・緊急時対応課」が対応するとしている。
 原子力安全計画の目標として、第12次5ヵ年計画（2011〜2015年）では安全レベルの向上、放
射線環境安全リスクの低減が挙げられ、具体的目標として（a）原子力発電所の安全向上（2級事
故の発生防止、3級以上事故のゼロ化と新規原子力発電：第3世代原子炉の規準適用（炉心損傷確
率（CDF）＜10-6/炉年、大規模初期放射性物質放出確率（LERF）＜10-7/炉年））、（b）事故防
御（運転中と建設中の原子力施設等の安全改造完成と所内外事故防御、過酷事故予防と緩和能力
向上）、（c）汚染管理（原発建設と核燃料工業発展レベルの適合化、先進高効率放射性汚染管理
と中低レベル放射性廃棄物処分場の建設を完了）、（d）緊急対応（各級政府と関連組織の応急指
揮（図４参照）、応急対応、応急モニタリング、応急技術支援能力建設の強化と統一配備の原子
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力事故緊急救助能力を形成、緊急物資及び装備の配置を充実）、（e）安全監督（国家原子力・放
射線安全監督技術研究開発基地の建設完成、監督技術支援プラットホーム創設、独立・整備され
た安全分析評価、核計算と実験検証能力の確保、全国放射線環境モニタリング連絡網の建設完
了、国家、省級の放射線環境モニタリング能力建設完全達成）とした。また、第13次以降の計画
（2016年〜）では、（a）新設原発の放射性物質大量放出ゼロ化、（b）ＨＬＷ処理処分の最終設
計完成、地下実験室建設完了、（c）2020年までに、原子力発電安全を国際先進レベルに向上
し、放射性汚染防止レベルと放射線環境品質の向上などが挙げられている。
2．2 原子力企業（図５参照）
（1）中国核工業集団公司（新CNNC：China National Nuclear Corporation）
 中国核工業集団公司は、1999年に中国核工業総公司の分割によって誕生した巨大な国有会社で
ある。歴史的には、その前身の時代から核開発、発電炉開発などの経験を有し、中国の原子力工
業の中心であり、原子力の研究開発、工学設計、ウラン探査・鉱山採鉱・製錬、UF6転換（ウラ
ン転換）、ウラン濃縮、燃料加工、再処理及び放射性廃棄物処分を含む原子力と放射線利用分野
の事業を統括する。その傘下には国内、自治領、地方自治体に120以上の関連会社と10万人の労
働者を率いる。
 中国核工業集団公司は原子力発電開発の国産開発と海外輸入国産化の両方を担っており、所属
の核動力運行設計院では国産ライセンスのある第3世代原子炉ACP1000を開発した。
（2）中国広核集団有限公司（CGNPG：China Guangdong Nuclear Power Group）
 国務院国有資産監督管理委員会下の原子力企業で、2013年5月に中国広東核電集団から改称し
た。原子力発電を中核事業として1994年9月に設立。2009年4月、広東核電と中国銀行や国家開発
銀行等の金融機関とファンドを立上げ、国務院の承認を受けて国有企業化している。広核集団は
フランスからの海外導入炉を基礎として改良した中国国産のCPR−1000を開発した。広東省の大
亜湾（フランス製PWR（M310）、100万kW×2基）と嶺澳（フランス導入国産化CPR−1000、100
万kW×4基）を始めに、国内のCPR−1000炉の建設に携わる。また、広核集団は第3世代＋原子炉
を建設する初の企業として、2007年2月、フランス・アレバ社の欧州加圧水型炉（EPR−1750）を
台山発電所に建設することで合意した。ウラン資源開発や太陽光や風力などの新エネルギー産
業、水力発電などにも関与している。
（3）国家電力投資集団公司（SPIC：State Power Investment Corporation）
 2015年7月に原子力発電所の運営資格を有する中国電力投資集団公司（CPIC）と原子力発電の
研究開発分野を統括する国家核電技術公司（SNPTC）の合併により発足した組織で、火力発電、
水力発電、原子力発電、新エネルギーを擁する中国唯一の総合エネルギー集団である。なお、中
国電力投資集団公司は2002年の発送電分離改革によって旧国家電力公司の発電事業を継承した5
大電力企業のひとつで、原子力分野を含む中国の発電設備の投資者・資産権者である。第3世代＋
原子炉である米国・ウェスチングハウス（WH）社のAP1000の導入建設に携わる。
 なお、上記原子力企業以外でも5大電力集団である大唐、華電、華能集団公司や、地方電力、開
発投資会社などが原子力発電事業に投資のみの参入を果たしている。また、中国核工業建設集団
公司（CNEC）も山東省威海近傍の石島湾で建設を進める高温ガス実証炉に投資参入しているほ
か、原子力国防施設、民生用原子力施設の建設を担当している。
2．3 原子力発電設備製作集団
 原子力発電の設計、施工管理、運転技術支援を行う総合エンジニアリング会社としては下記の3
社が該当する。
（a）核工業集団系の中国核電工程公司（元、北京核工程設計院：CP650からACP1000を開発）
（b）中国広東核電集団有限公司系の中広核工程有限会社（CPR1000からACPR1000を開発）
（c）国家核電技術公司（上海核工程研究設計院：AP1000からCAP1400を開発）
 また、原子力発電メーカーも上海電気、東方電気、ハルビン電設の3大集団と、第一及び第二重
型機械集団を主に、重電メーカーの工場集中整備が行われている。図６に原子力発電設備製作集
団の能力集約化状況を示す。
3． 原子力利用に係わる法令・基準体系、許認可プロセス
3．1 原子力利用に係わる法令・基準体系
 中国の原子力利用に係わる法令・基準体系は、「放射線汚染防止法」を頂点として、ピラミッ
ド構造で構築されている。第2のレベルとして国務院の条例（HAF）と国家核安全局の規定
（HAF）があり、その下に国家核安全局の導則（ガイドラインHAD）等及び中国の国家規格があ
る（図７参照）。しかし、全国人民代表大会において決定されるレベルの「原子力法」のような
基本法はまだ制定されていない。また、国家核安全局のHADに代表される導則（ガイドライン）
は法的強制力を持たず、推奨のレベルであるとされている。HADは国家核安全局が作成したガイ
ドライン固有の識別子であり、他に国防科学技術工業委員会や衛生部等が制定したガイドライン
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が存在する。
3．2 原子力分野における許認可プロセス
 中国では、原子力安全条約による2001年の中国国別報告書に基づき、国家核安全局が許可証を
発給することで、原子力安全を管理する。原子力発電所建設の許認可は、立地選定、建設、初期
燃料装荷、運転、廃止措置の5段階で行われ、そのほかに核物質の所有、利用、生産、貯蔵、輸送
及び処理などがある。また、環境保護部は、許認可の発給要件のひとつである原子力発電所の各
段階における環境影響評価書の審査・承認に責任を有する。
 発電所建設の際には、初期安全解析書を添えて建設許可を申請し、燃料装荷前には最終安全解
析書を、運転開始前には最終安全解析書の修正版を出す必要がある。段階ごとに核安全局が発行
する建設許可証、燃料装荷許可証、運転許可証が必要である。図８に許認可プロセスの流れを示
す。
（前回更新：2006年2月）

＜関連タイトル＞
中国原子能機構、中国核工業集団公司及び国家核安全局 (13-01-02-03)
中国のエネルギー資源、エネルギー需給、エネルギー政策 (14-02-03-01)
中国の電力事情と発電計画 (14-02-03-02)
中国の原子力発電開発 (14-02-03-03)
中国の核燃料サイクル (14-02-03-04)
中国の原子力国際協力 (14-02-03-05)
中国のエネルギー事情 (14-02-03-06)
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